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第４章 災害復旧・被災者援護計画 

 

この計画は、地震・津波が発生した場合における災害の早期復旧を図ることを目的とする。 

 

 

第１節 災害復旧計画 

 

本節については、「本編 第９章 第１節 災害復旧計画」を準用する。 
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第２節 被災者援護計画 

 

地震・津波災害は、各種の被害が広範囲にわたり、瞬間的に発生するところに特殊性があり、公共施

設以外に及ぶ災害の規模も激甚かつ深刻である。 

本節については、「本編 第９章 第２節 被災者援護計画」を準用するほか、町及び道並びに防災

関係機関は協力して、民生の安定を確保し、早急な復興援助の措置を講ずる必要がある。 

第１ 実施計画 

１ 一般住宅復興資金の確保 

町は、道と協調して、住宅金融支援機構及び地元の金融機関等の協力を求め、生活の本拠である

住家の被害を復旧するための資金の確保を援助し、融資に対する利子補給等の措置を講ずる。 

 

２ 中小企業等金融対策 

災害により被災した中小企業の再建を促進するため必要な資金の融資等を行う制度で、町は道と

連携し、関係機関の協力を得て、被災中小企業者に対し所要の指導及び広報を行う。 

 

３ 農林畜産業等金融対策 

災害により被害を受けた農林畜産業者又は団体に対し復旧を促進し、農林畜産業の生産力の維持

増進と経営の安定を図るため、天災融資法、株式会社日本政策金融公庫法等により融資等の支援を

行う。 

町は、道と連携し、被災者からの問い合わせに対する応対や本制度の周知に努める。 

 

４ 福祉関係資金の貸付等 

町は、道と緊密な連絡のもとに、災害援護資金、生活福祉資金、母子及び寡婦福祉資金の貸付を

積極的に実施する。 

 

５ 被災者生活再建支援金 

町は、道と緊密な連絡のもとに、被災者生活再建支援法に基づく被災世帯に対する支援金の迅速

な支給を図る。 

町は、被災者生活再建支援金の支給その他の支援措置が早期に実施されるよう、発災後早期に罹

証明書の交付体制を確立し、被災者にり災証明書を交付する。 

 

第２ 財政対策 

町、道、防災関係機関及び金融機関等は、協力して災害復旧に関する相談窓口を開設し、被災者

の復興活動を援助する。 

また、指定地方行政機関、金融機関等は、町及び道が実施する公共施設の復旧並びに一般住宅及

び中小企業等復旧対策に要する財政資金の確保に対し、積極的に協力する。 

 

第３ 地震保険の活用 

地震保険は、地震等による被災者の生活安定に寄与することを目的とした公的保険制度であり、

被災者の住宅再建にとって有効な手段の一つであることから、町、道等は、その制度の普及促進に

も努めるものとする。 


